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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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【人件費】
　経常収支比率に係る人件費は、昨年度と比べると１．１ポイント減少しているものの類似団体平均と比べると高い水準となっている。
地域手当の廃止や、期末勤勉手当の引き下げ等により、人件費そのものの決算額は減少しており、２２年度においても更なる人件費の抑
制を図る。
　人件費及び人件費に準ずる費用については、人口１人当たりの決算額ベースで捉えると類似団体よりも低い水準となっていることから、
今後も引き続き人事院及び人事委員会の勧告に準じて給与水準や職員数の適正化を図り、人件費等の抑制に努める。

【物件費】
　経常収支比率に係る物件費については、昨年度と比べ０．１ポイント減少し、類似団体平均よりも０．２ポイント下回っている。
今後も、指定管理委託の推進や事務事業の見直し等により物件費の低減に努めていく。

【公債費】
　公営企業債（病院・上水道・農業集落排水）の償還の財源に充てたと認められる繰入金額が類似団体平均値を上回っているものの、一
般会計に於いて償還が進んだことにより公債費及び公債費に準ずる費用の人口１人当たり決算額は、類似団体の中で１番低い水準と
なっている。しかしながら、２０年度から２２年度にかけて実施する小中学校及び役場庁舎の耐震補強事業や臨時財政対策債の借入れに
より、今後は逓増が見込まれる。

【その他】
　昨年度と比べ０．８ポイント減少しているが、経常収支比率に係るその他が類似団体平均値より大きく上回っている。これは、農業集落
排水事業会計への繰出金と、後期高齢者医療給付費の市町村負担金が主な要因である。

【補助費等】
　経常収支比率に係る補助費等が類似団体平均値より大きく上回っている理由は、ゴミ処理や消防業務等の一部事務組合負担金額や
公営企業会計への補助費としての繰出額が大きいことが要因である。中でも、消防組合負担金のうち、人件費に係る負担が人口１人当た
り決算額ベースにおいても類似団体平均値を上回っていることから、今後は組織の再編や人員の適正化などに視点を置いた改革につい
て検討する必要がある。

【普通建設事業費】
　人口１人当たり決算額は平成１５年度を境に大きく減少し、類似団体平均値より低い水準をほぼ横ばい状態で推移していたが、総務費
における役場庁舎の耐震補強事業と教育費における中学校の耐震補強事業を実施したことにより大きい決算額となった。後年度実施す
る建設事業においても、引き続き厳しい財政事情を踏まえて補助金等の財源確保に努める。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 1,215,373 74,677 93,010 ▲ 19.7
賃金（物件費） 44,043 2,706 7,367 ▲ 63.3
一部事務組合負担金（補助費等） 315,454 19,383 13,875 39.7
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 1,494 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 68,249 4,193 4,796 ▲ 12.6
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 26,784 1,646 2,144 ▲ 23.2
▲退職金 ▲ 153,361 ▲ 9,423 ▲ 11,822 ▲ 20.3
合計 1,516,542 93,182 110,863 ▲ 15.9

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 8.66 10.26 ▲ 1.60
ラスパイレス指数 100.4 95.4 5.0

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

344,580 21,172 81,141 ▲ 73.9

積立不足額を考慮して算定した額 - - - -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

- - - -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 243,167 14,941 18,569 ▲ 19.5
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

92,051 5,656 5,045 12.1

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

121 7 2,478 ▲ 99.7

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 35 -

▲特定財源の額 ▲ 979 ▲ 60 ▲ 3,332 ▲ 98.2
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 406,260 ▲ 24,962 ▲ 60,002 ▲ 58.4

合計 272,680 16,755 43,934 ▲ 61.9

※実質公債費比率については1月31日現在の数値
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

698,490 40,532 54.5 72,650 ▲ 12.2 66.7

うち単独分 334,003 19,382 ▲ 8.8 35,523 ▲ 32.6 23.8

469,645 27,652 ▲ 31.8 70,966 ▲ 2.3 ▲ 29.5

うち単独分 283,878 16,714 ▲ 13.8 39,164 10.2 ▲ 24.0

551,601 32,947 19.1 69,282 ▲ 2.4 21.5

うち単独分 377,008 22,519 34.7 32,828 ▲ 16.2 50.9

756,963 45,888 39.3 67,180 ▲ 3.0 42.3

うち単独分 457,365 27,726 23.1 34,294 4.5 18.6

948,880 58,303 27.1 102,412 52.4 ▲ 25.3

うち単独分 868,810 53,383 92.5 58,752 71.3 21.2

過去５年間平均 685,116 41,064 21.6 76,498 6.5 15.1

うち単独分 464,213 27,945 25.5 40,112 7.4 18.1
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